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人と環境にやさしい住環境づくり
　「健康で安心に暮らせるまち」の実現に向けて、安心・安全で快適な住環境の整備を推進します。

　

市営住宅
　市営住宅は、住宅に困っている所得の低い方を対象とした住宅であり、現在、一般世帯向け住宅・高齢者
向け住宅・身体障がい者向け住宅・母子世帯向け住宅など、6,166戸あります。
　安心・安全な市営住宅を供給するため、建設・改修・修繕などにより適切な維持管理を行います。

環境にやさしく・魅力に溢れ安心して暮らせる住環境の創出

（健幸すまいリフォーム助成事業）
　健康で幸せに暮らせる住環境を創出するた
め、住宅のバリアフリー・子育て対応・温熱環
境改善リフォーム並びにそれと併せて行う住宅
リフォームを行う方に、その費用の一部を助成
します。

（空き家活用推進事業　移住定住活用タイプ）
　新潟県外からの移住・定住
に併せて空き家の購入や住宅
リフォームを行う方に、その
費用の一部を助成します。

（空き家活用推進事業　福祉活動活用タイプ）

　空き家の利活用の促進を図るため、福祉活動にお
いて空き家を活用する場合に、そのリフォーム費用
の一部を助成します。

（空き家活用推進事業　地域活動活用タイプ）

　空き家を資源とした
ま ち づ く り や 地 域 コ
ミュニティの活性化を
図るため、空き家の活
用・跡地活用に係る費
用の一部を助成します。

物見山第１住宅Ａ棟 古町みなと住宅亀田向陽住宅平成26年度竣工 平成26年度竣工 令和元年度竣工

老朽化した既存市営住宅の建替えを行
いました。
建物概要：木造２階建て　８戸

一般・子育て・高齢者世帯及び障がい
者を対象とした市営住宅です。
建物概要：鉄筋コンクリート造
　　　　　５階建て　　39戸

子育て・及び高齢者世帯を対象とした
市営住宅です。
建物概要：鉄筋コンクリート造
　　　　　６階建て　　71戸

手すりの設置 開口部の断熱改修洋便器化スロープの設置

空き家を「地域の茶の間」に改修した例（北区）

空き家を除却した跡地を
「地域の菜園」として活用した例

（中央区）

（住環境政策課）
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●安心・安全な住み良いまちづくり
◆建築基準法に基づく住宅・建築物の安心・安全確保を推進します。
　建築基準法及び建築確認申請に係る各種届出等についての支援・指導を行うとともに、
関連情報を市民や建築関係者へ提供し、地域と協働で住みよいまちづくりを進めます。

新潟市の建築確認申請（建築物）の動向

◆住宅・建築物の耐震化を進めます。
　地震によって倒壊するおそれがある住宅や建築物に対
して、耐震診断や耐震改修工事等にかかる費用の一部を
補助し、安心・安全の土台づくりを進めます。

新潟市の建築確認申請に係る届出等の動向
種別 件数（件）

令和元年度 令和２年度
長期優良住宅の認定 751 656

省エネルギー法の届出 177 156
低炭素建築物の認定 61 62
CASBEE新潟の届出 22 23

福祉のまちづくり条例事前協議 87 85
バリアフリー法に基づく認定 1 0

建設リサイクル法 届出 2,141 2,018
通知 669 661

中高層建築物の届出 29 40
共同住宅の届出 39 43

新潟市木造戸建住宅耐震改修等補助事業の内容
区分 自己負担額

ａ
．
耐
震
診
断

延べ面積
280㎡以下

高齢者等世帯 無料

上記以外 5,500円

延べ面積
280㎡～500㎡

高齢者等世帯 無料

上記以外 15,400～35,200円

区分 助成する額

b．耐震設計 費用の1/2以内
10万円限度

c．耐震改修工事
高齢者等世帯 費用の2/3以内

150万円限度

上記以外 費用の2/3以内
120万円限度

d．段階的耐震改修工事
※①：１段階、②：２段階を示す

高齢者等世帯 費用の2/3以内
①90万円限度②60万円限度

上記以外 費用の2/3以内
①70万円限度②50万円限度

e．耐震改修等促進リフォーム c､d､fと同時に行う
リフォーム工事が対象

費用の1/2以内
20万円限度

f．耐震シェルター・防災ベッド設置 高齢者等世帯 費用の1/2以内
30万円限度

g．家具転倒防止工事 高齢者等世帯 ４千円～７千円

新潟市マンション耐震改修等促進事業の内容
区分 助成する額

耐震診断
予備診断 費用の2/3以内 14万円限度

本診断 費用の1/2以内かつ３万円/戸
（限度：150万円/棟）

耐震設計 費用の2/3以内

耐震改修工事 費用（49.3千円/㎡限度）
×23％の2/3以内

新潟市特定建築物耐震診断等補助事業の内容
区分 助成する額

耐震
診断

幼稚園・保育所、診断義務付建築物 費用の2/3以内
上限額あり緊急輸送道路沿道建築物

耐震
設計

幼稚園・保育所、診断義務付建築物 費用の2/3以内
上限額あり緊急輸送道路沿道建築物

耐震
改修工事 幼稚園・保育所、診断義務付建築物 費用の23％以内

上限額あり

新潟市危険ブロック塀等撤去工事補助事業の内容
区分 助成する額

危険ブロック塀等撤去工事 撤去費用等の1/2以内 15万円限度

令和２年度耐震補助制度利用状況
区分 件数

（件） 区分 件数
（件）

木造
戸建
住宅

耐震診断 78 
マンション

予備診断・本診断 0 
耐震設計 9 耐震設計 0 

耐震改修工事 10 耐震改修工事 0 
段階的改修工事 1 

特定建築物
耐震診断

幼稚園・保育所 0 
促進リフォーム 11 診断義務付け 0 
耐震シェルター・防災ベッド 0 緊急輸送道路沿道 0 
家具転倒防止工事 1 

特定建築物
耐震設計

幼稚園・保育所 0 
危険ブロック塀等撤去工事 96 診断義務付け 0 

緊急輸送道路沿道 0 

特定建築物
耐震改修工事

幼稚園・保育所 0
診断義務付け 1

4,2984,298 4,0514,051
3,6913,691

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（件）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

4,1884,188 4,1864,186

（建築行政課）
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●北区役所・豊栄地区公民館（令和２年11月竣工）

　

●潟東小学校・潟東中学校（令和３年３月竣工）

新潟市の新しい公共建築

　北区役所新庁舎は、老朽化した北区役所及び豊栄地区公民館の行政サービスの機能向上を目的として、北区文化会館隣
に建設されました。両施設を複合化することで、利便性の向上と利用率の促進を図るとともに、区役所機能と公民館機能
が独立した管理・運営を行うことができるよう、各階の配置に配慮した計画となっています。また、施設の長寿命化に向
けて耐久性・可変性・メンテナンス性・更新性にも配慮した施設となっています。

　潟東小学校は、平成28年度に潟東東・潟東西・潟東南の３小学校が統合し、旧潟東南小学校を仮校舎として運用してい
ましたが、統合による児童数の増加に対応するため、潟東中学校敷地内に移転改築を行いました。また、併設する潟東中
学校についても、小学校機能の移転に伴い一部改築を行いました。
　児童の安全面から、体格の違う小学校と中学校の子どもたちがなるべく交差しない動線計画とし、学習関係諸室には、
多様な学習に対応できるよう廊下拡張型多目的スペースを整備しています。

（公共建築第１・２課）

【北区役所】（新築）
※区役所と公民館の複合施設
◆構造規模：鉄骨造　３階建
　　　　　　4,588㎡
◆主要施設： 【区役所】窓口、執務室、相談室、

会議室、書庫、災害対策室等
　　　　　　【公民館】大講堂、研修室等
　　　　　　【交流スペース】

【潟東小学校・潟東中学校】（小学校移転改築）
◆構造規模：
校舎　　　　 鉄筋コンクリート造　４階建
　　　　　　5,070㎡
屋内体育館　鉄筋コンクリート造
　　　　　　一部鉄骨鉄筋コンクリート造平屋建
　　　　　　740㎡
◆主要施設：普通・特別教室、多目的スペース
　　　　　　屋内体育館、小・中学校管理諸室、他
　　　　　　（屋外プール25m×６コース）

外観

外観（校舎）

内観（大講堂）

内観（交流スペース）

内観（多目的スペース）
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●新潟市公共建築物長寿命化指針

●長寿命化に向けた具体的な取組み

●特定天井の安全対策

公共建築物の長寿命化

災害に強いまちづくり

（公共建築第１課　施設保全推進室）

【長寿命化推進の基本方針】
①�施設の目標使用年数に基づく計画的な
保全の推進

②予防保全の推進（日常的な維持管理）
③必要水準の確保（ニーズ変化へ対応）
④ライフサイクルコスト※の削減

【研修会開催と点検マニュアルの整備】
　施設の日常点検を適切に行えるよう、座学及び現地にお
ける研修会を継続的に開催するとともに、点検マニュアル
を整備し、管理者の意識とレベルの向上を図っています。

【保全相談窓口の開設】
　維持管理に係る相談専用窓口を設置し、問題の早期解
決を図っています。

【定期的な現地調査】
　技術職員による現地調査を定期的に行い、故障を未然
に防ぐ「予防保全」に取組んでいます。

【計画的な改修工事の実施】
　施設の状況を一元的に管理し、計画的な保全工事によ
り施設の長寿命化を進めています。

※建築物の企画設計段階、建設段階、運用管理段階
　及び解体再利用段階の各段階のコストの総計

　市有施設の総延床面積は約270万㎡あり、その多くは昭和50年代に整備されたものです。そのため、
建築後30年以上経過する施設の増大により、今後、改修・改築に係る多額の費用負担が見込まれます。
　これに対応するため本市では、「施設の長寿命化」についての具体的な取組みとして定めた「公共建
築物長寿命化指針」に基づき、計画的な保全により施設の長寿命化を進めています。

　防災上重要な施設の特定天井（大規模な地震時に、脱落によって重大な危害を生ずるおそれがある大規模
空間の天井）を改修し、安全性を高め、施設機能を維持することで、災害に強いまちづくりを進めています。

出前研修会（座学研修と実地研修のようす）

提供：一般社団法人建築性能基準推進会

他都市の天井脱落の様子

改修前

新潟市内の天井改修工事

改修後

（建築年度）




